
　元大阪市長の橋下徹氏が、ソフトバンク（ＳＢ）

新書から出した新著「日本再起動」でライドシェア

推進を唱えています。いわく「海外の先進国では定

着したシステム」であり、その優れた点として「乗

客と運転手が相互評価をするので、評判の悪い運転

手はいなくなる」ことなどを挙げています。

　しかし、事実は異なります。欧州連合の最高裁に

あたる欧州司法裁判所が「ウーバーは運輸業」と判

決してから同社はもう５年以上、素人運転手が自家

用車を使う有償旅客輸送サービスを欧州でやめてい

るのです。反対運動が強かった韓国や台湾でも、ラ

イドシェアを断念しています。「評価制度」も橋下

氏が言うほど単純なものではなくなっています。今

では、アルゴリズムを使った人工知能が運転手の労

務管理をしているのです。その査定は容赦ないう

え、不透明で一方的な判断をしばし下します。

　ウーバーの最高経営責任者であるダラ・コスロ

シャヒ氏は昨秋、素性を隠してライドシェアとフー

ドデリバリーの仕事を100回ほど体験しました。コロ

ナ禍から運転手不足が続いているため、対策を講じ

る上で現場の感覚をつかみたかったようです。年俸

は2400万ドル（約33億円）と、明日の生活に困る人

ではありませんが、それでも「次の日も良い評価を

得られるか不安な思いで床に就いた」と回想してい

ます。

　オランダの裁判所は４月、ウーバーの元運転手4人

がアルゴリズムによって解雇されたことは不当だっ

たと判決しました。４人は、ウーバーのアプリから

「不正行為」を通知された後、反論の機会を与えら

れずアカウントを永久停止されていたのです。さら

に、自分の乗務記録を確認したいと情報開示を会社

に求めたところ、「企業秘密」を理由に拒否されま

した。裁判所はこの件についても原告を支持し、

「拒否は認められない」としました。世界各地で

今、こうした事件が相次いでいます。働くものを大

切にしないこのようなシステムで、果たして日本は

再起動するのでしょうか。

　そもそも、「悪い運転手」を

特定できたとしても、それは問

題が起きた後のことです。ライ

ドシェア各社は、運行の安全管

理を疎かにしているからです。

ウーバーは、2017～18年に米国

で5981件の性的暴行事件が起き

たことを認めています。

　サンディエゴでは34件の暴行を繰り返した元ウー

バー運転手が96年４ヵ月の禁固刑に処されていま

す。同業他社のリフトでは、2017～19年に4158件の

性的暴行事件と105件の死傷事故がありました。米国

では、「ライドシェアを使ってトラブルに会った方

の相談に乗ります」という法律事務所のコマーシャ

ルがテレビでよく流れています。

　こうした海外の事情を踏まえたのか、日本維新の

会の石井苗子・参議院議員は３月20日、ライドシェ

アを推進するためには「どんな問題を解消すればい

いのか」と、参院国土交通委員会で質問しました。

橋下氏とは異なる見地ですが、石井議員はなぜ自ら

対策を提起しないのでしょう。いずれにせよ、安

全確保や利用者保護と言う問題を解消すればする

ほど、ライドシェアはライドシェアでなくなるので

す。

　ライドシェアの推進については、新しい資本主義

実現会議の川邊健太郎委員（Ｚホールディングス代

表取締役会長）も、「郊外・過疎地域においてサー

ビスの拡充に努めるべき」などと提言しています。

しかし、ウーバーは2019年に株式を新規公開した

際、投資家向けの目論見書（通称Ｓ－１）で、「郊

外や過疎地へサービスを浸透させることが課題」で

あると述べています。タクシーのように営業区域が

決まっていないので、郊外から都市部へ遠征する運

転手が大勢いるからです。ウィークデーは車の中で

寝泊まりして働き、週末に郊外の自宅へ帰るものも

います。橋下氏自身も新著で、「顧客獲得競争が激

しいので、運転手はお客が拾えそうな場所を見つけ

出す」と、過疎地へ敢えて行くものが少ないことを

図らずも認めているのです。

　ライドシェア推進論が最近、示し合わせたように

次々と現れていますが、その主張は使い古されたも

のである上、一知半解であり、どの論客にも勉強不

足の感は否めません。
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今回は、2023年問題や2024年問題に関連した労働時間管

理の問題点とその解決策について書きたいと思います。

■2023年問題、2024年問題とは？

まずはじめに2023年問題、2024年問題とは働き方改

革関連法によって起きる法律問題です。

　2023年問題とは、2023年4月から月60時間以上の残業

に対する割増率が50%に引き上げられたことによるコス

ト増と、さらに賃金請求期間が3年に達することがあい

まって未払残業代請求のリスクが高まることなどの問

題です。2024年問題とは、2024年4月から残業時間の上

限がドライバーにも適用されることや、改正改善基準

告示の適用によって今までよりも乗務できる時間が短

縮されることから、働き方を見直さなければならない

といった問題です。

　ここで確認すべき点として、もし働き方を見直さな

かった場合のリスクです。まず2023年問題と2024年問

題では相手が異なります。2023年問題は会社とドライ

バーとの問題であり、ドライバーにお金（残業代）を

払うことで解決できます。しかし、2024年問題は労働

法規制であ

り、会社の

相手方は行

政 機 関 で

す。規制を

お金で解除することはできません。働き方を見直すし

かないのです。

■本当に正しい時間？

2024年問題について相談に乗ることがありますが、

その前に解決すべき課題が存在する場合があります。

さて皆様に質問です。本当に時間管理ができています

か？？

　ここで2019年に起きた労働問題について触れたいと

思います。2019年4月から働き方改革がスタートしま

した。その内容は多岐に渡り、そのひとつに改正安衛

法による「労働時間の客観的な把握義務」があります

（以下、適切な時間管理としま

す）。働き方改革で①適切な時

間管理と、②残業時間の上限規

制がセットでスタートしたので

す。しかし、ご承知の通りドラ

イバーの②残業時間の上限規制

は2024年まで猶予されました。

この猶予によって①適切な時間管理についての意識が

薄れてしまったように感じます。未だにこの義務を果

たせていない事業者も多いことから、この問題を「タ

クシーの2019年問題」と呼ばせていただきます。

■適切な時間管理に向けて

タクシーでは、点呼の前後に業務が存在すること

や、運行中の手待時間の多さなど、会社の思う労働時

間が法律の定義と一致しない場合も多く、トラブルに

発展することがあります。この解決には規定の見直し

や説明など労使間の目線合わせが重要となります。次

に自己申告制の問題です。ドライバーの手書きした時

刻で管理している場合、記載内容の正確性を会社が実

態調査し、管理体制を整える必要があります。「本人

が記載した内容だから」という理由で確認を怠ること

は許されないのです。

　適切な労働時間管理が不十分な状態での残業時間や

拘束時間のチェックは本質的な課題解決になりませ

ん。また、記録には２つのポイントがあります。それ

は①客観性と②労働との結びつきです。タイムカード

等を導入し、運用を見直すことが望ましいですが、

ハードルが高いのも事実です。そこで、既存の車載機

やアルコール検知器などのデータ利用状況を確認して

ください。このようなデータは客観的で労働との関連

性が高いものです。私もこの種のデータを基に規定を

見直すことが多いです。逆に、こういったデータがあ

る為、手書き情報でのごまかしが難しくなります。さ

らに記録を事務処理に連動させることも重要です。こ

うすることで、適切な労働時間の管理が行われ、その

後の対応も意味を持つものとなります。

　すでに60時間超えの残業対応は完了している会社は

多いと思います。しかし、その時間は本当に正しい残

業 時 間 で

しょうか？

改めて確認

をお願い致

します。

土橋　豪氏

労働時間管理と働き方改革

（特定社会保険労務士）

３つの問題点

第２／12回

内外交差点

172023 年５月 15 日号


